
秋田県鹿角市　　

　　Ａ（Ｂ＋Ｇ）

　　Ｂ（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助

額

臨時交付

金充当額

その他特定

財源
一般財源

【Ⅰ．物価高から国民生活を守る】 小計 410,410 356,811 356,781 0 336,872 19,641 268 30

1 1 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

福祉総務課

電力・ガス・食料品

等価格高騰緊急

支援給付金給付

事業（追加分）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所

得の方々の生活を維持する。令和5年6月1日時点の住民

税均等割非課税世帯（生活保護世帯含む）に対して、1

世帯70千円を給付する。また、令和5年1月以降に家計が

急変し住民税非課税世帯と同様の状態と認められる世帯に

対して、1世帯70千円を給付する。

②電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

248,080千円（うち低所得世帯支援枠分248,010千

円、重点交付金充当額70千円）

事務費1,945千円、一般財源対応経費4千円、その他特

定財源2千円

③・非課税世帯70千円*3,543世帯＝248,010千円

・R5家計急変世帯70千円*1世帯＝70千円

・事務費1,950千円（うち1,945千円充当）（人件費

401千円、消耗品費158千円、印刷製本費288千円、通

信運搬費713千円、手数料390千円）

・（人件費内訳）会計年度任用職員（1人）給料344

千円、共済組合負担金23千円、社会保険料34千円

・（特定財源）雇用保険料納付金2千円、（一般財源対

応）4千円

④令和5年度住民税均等割非課税世帯（生活保護世帯

含む）3,543世帯、令和5年1月から12月までの家計が急

変し、同一世帯の全員が住民税非課税世帯と同様の状態

にあると認められる世帯1世帯

R5.12.26 R6.3.29 258,084 249,961 249,961 0 249,955 2 4 0

・助成世帯数：［計画値］3,652世帯

　　→［実績値］3,543世帯

・対象世帯に対して令和5年12月までに支給を開

始する

　電力・ガス・食料品等の価格高騰に苦しむ低所得

者世帯に対して、給付事業を実施したことで、家計

の負担を軽減できた。

2 2 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

福祉総務課

電力・ガス・食料品

等価格高騰緊急

支援給付金給付

事業（均等割）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所

得の方々の生活を維持する。令和5年6月1日時点で住民

税均等割のみ課税されている世帯に対して、1世帯100千

円を給付する。

②電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

67,000千円

事務費407千円

③・均等割のみ課税世帯100千円*670世帯＝67,000

千円

・事務費407千円（消耗品費25千円、印刷製本費57千

円、通信運搬費251千円、手数料74千円）

④令和5年度住民税均等割のみ課税世帯670世帯

※令和6年度への繰越分を除く

R6.2.8 －

(令和6年度

へ繰越)

91,477 67,407 67,407 0 67,407 0 0 0

・助成世帯数：［計画値］900世帯

　　→［R5実績値］670世帯（令和6年度への

　　　　繰越分を除く）

・対象世帯に対して令和6年2月までに支給を開始

する

　電力・ガス・食料品等の価格高騰に苦しむ低所得

者世帯に対して、給付事業を実施したことで、家計

の負担を軽減できた。

　なお、令和6年度への繰越分については、事業終

了後に実績を公表予定。

交付対象事業の名

称
№

実

施

計

画

№

補

助

・

単

独

経済対策との

関係
所管課

【実績】

事業の概要

①目的・事業内容

②交付金を充当する経費内容

③経費内訳（対象数・単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

【実績】

事業始期

【実績】

事業終期

【実施計

画】総事業

費（千

円）

事業の成果

及び

事業実施による効果
【実績】総事

業費（千

円）

臨時交付

金補助対

象事業費

臨時交付

金補助対

象外経費



秋田県鹿角市　　

　　Ａ（Ｂ＋Ｇ）
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Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助

額

臨時交付

金充当額

その他特定

財源
一般財源

交付対象事業の名

称
№

実

施

計

画

№

補

助

・

単

独

経済対策との

関係
所管課

【実績】

事業の概要

①目的・事業内容

②交付金を充当する経費内容

③経費内訳（対象数・単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

【実績】

事業始期

【実績】

事業終期

【実施計

画】総事業

費（千

円）

事業の成果

及び

事業実施による効果
【実績】総事

業費（千

円）

臨時交付

金補助対

象事業費

臨時交付

金補助対

象外経費

3 3 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

福祉総務課

電力・ガス・食料品

等価格高騰緊急

支援給付金給付

事業（子ども）

①物価高が続く中でNo.1及びNo.2の対象世帯に、世帯内

で扶養されている18歳以下の児童1人当たり5万円を加算

することで、低所得の方々の生活を維持する。

②電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金0千円

事務費5千円

③・給付金50千円*0人＝0千円

・事務費56千円（印刷製本費23千円、通信運搬費33千

円）

④No.1及びNo.2の支給対象者のうち、世帯員で扶養され

ている18歳以下の児童がいる支給対象者

※令和6年度への繰越分を除く

※令和5年度は事務費のみ執行、給付は令和6年度に行う

R6.2.29 －

(令和6年度

へ繰越)

17,776 56 56 0 56 0 0 0

・助成世帯数：［計画値］350人

　　→［実績値］0世帯（令和6年度に給付開

　　　　始）

　なお、令和6年度への繰越分については、事業終

了後に実績を公表予定。

4 10 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

福祉総務課

電力・ガス・食料品

等価格高騰緊急

支援給付金給付

事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所

得の方々の生活を維持する。令和5年1月以降に家計が急

変し住民税非課税世帯と同様の状態と認められる世帯に対

して、1世帯70千円を給付する。

②電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金70千円

（重点交付金充当額70千円）

③R5家計急変世帯70千円*1世帯＝70千円

④令和5年1月から12月までの家計が急変し、同一世帯の

全員が住民税非課税世帯と同様の状態にあると認められる

世帯1世帯

R6.1.31 R6.2.9 70 70 70 0 70 0 0 0

・助成世帯数：［計画値］1世帯

　　→［実績値］1世帯

　電力・ガス・食料品等の価格高騰に苦しむ低所得

者世帯に対して、給付事業を実施したことで、家計

の負担を軽減できた。

5 11 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

福祉総務課

電力・ガス・食料品

等価格高騰緊急

支援給付金給付

事業

①物価高が続く中で、No.1の対象となる低所得世帯と

No.4の対象となる家計急変世帯に対し灯油購入費の上乗

せを行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②住民税非課税世帯への灯油購入費助成金　3,544世

帯　28,352千円（うち交付金充当分13,917千円

（3,477世帯*4千円+家計急変1世帯*8千円+端数調

整+1千円）、県補助分14,172千円（3,543世帯*4千

円）、一般財源対応分263千円（66世帯*4千円-端数

調整1千円）

③給付金額　　No.1の対象世帯のうち3,543世帯×8千円

No.4の対象世帯　1世帯×8千円

なお、特定財源として県補助分14,092千円、一般財源対

応分263千円を計上している。

④R５年度分の住民税非課税世帯　（3,543世帯）

（No.1の対象世帯）及び家計急変世帯（1世帯）

（No.10の対象世帯）

R5.12.26 R6.3.29 29,216 28,382 28,352 0 13,917 14,172 263 30

・助成世帯数：［計画値］3,652世帯

　　→［実績値］3,544世帯

・対象世帯に対して令和5年12月までに支給を開

始する

　電力・ガス・食料品等の価格高騰に苦しむ低所得

者世帯に対して、灯油購入費を助成したことで、家

計の負担を軽減できた。
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国庫補助

額

臨時交付

金充当額

その他特定

財源
一般財源

交付対象事業の名

称
№

実

施

計

画

№

補

助

・

単

独

経済対策との

関係
所管課

【実績】

事業の概要

①目的・事業内容

②交付金を充当する経費内容

③経費内訳（対象数・単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

【実績】

事業始期

【実績】

事業終期

【実施計

画】総事業

費（千

円）

事業の成果

及び

事業実施による効果
【実績】総事

業費（千

円）

臨時交付

金補助対

象事業費

臨時交付

金補助対

象外経費

6 12 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

福祉総務課

障害者支援施設

等物価高騰対策

事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けてい

る障害者支援施設等の光熱費・食材料費の負担軽減をす

ることで、安定的な施設運営と障害者福祉サービスの提供の

維持を図ることを目的に、市内の障害福祉サービス等事業所

に対し利用定員に応じて支援を行う。

なお、県事業への上乗せとして、食材料費は定員1人につき

入所系①（共同生活援助施設（日中サービス支援型）

等）@9千円（うち県補助1/2）、入所系②（宿泊型自

立訓練等）@6千円（うち県補助1/2）、通所系@3千

円（うち県補助1/2）を支援し、光熱費は訪問・相談事業

所に1事業所あたり48千円を支援する。

②障害者支援施設等物価高騰対策事業費補助金144千

円

（うち、県補助分72千円）

③【食材料費】入所系①@9千円*入所定員総数0人+入

所系②@6千円*通所定員総数0人+通所系@3千円*0

人＝0千円

【光熱費】計画相談支援障害者事業所＠48千円×3事業

所＝144千円

計144千円

なお、県補助分72千円を特定財源として、その他(C)欄に

計上している。

④市内の障害福祉サービス等事業所

R6.2.6 R6.2.22 2,850 144 144 0 72 72 0 0

・期間内において光熱費等の高騰による影響で事

業規模の縮小や廃止を行わずに、継続して運営す

る施設数38施設（市内対象施設100％）

　　→［実績値]3施設

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を

受けている障害者支援施設等に対して支援を行

い、光熱費の負担軽減をしたことで、安定的な施設

運営と障害者福祉サービスの提供の維持が図られ

た。

7 13 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

すこやか子育

て課

保育所等物価高

騰対策事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けてい

る幼児教育施設及び保育施設における副食費の支援を行う

ことにより、保育園等及び保護者の負担軽減を図る。支援は

私立の幼稚園、保育園の園児の利用者数に応じて行う。

なお、県事業への上乗せとして、副食費については、園児1人

につき@4.62千円（うち県補助1/2）を支援する。

②保育所等物価高騰対策事業費補助金513千円

（うち県補助分256千円）

③@4.62千円*園児数111人≒513千円

なお、県補助分256千円を特定財源として、その他(C)欄に

計上している。

④市内の私立幼稚園、私立保育園

R6.2.2 R6.2.15 518 513 513 0 256 256 1 0

・私立保育園等の食材料費価格高騰に起因する

副食費の保護者負担額の引上額：[計画値]0円

（市内対象施設100％）

→[実績値]0円

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を

受けている幼児教育施設及び保育施設における副

食費の支援を行ったことで、保育所等及び保護者の

負担軽減が図られた。
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国庫補助

額

臨時交付

金充当額

その他特定

財源
一般財源

交付対象事業の名

称
№

実

施

計

画

№

補

助

・

単

独

経済対策との

関係
所管課

【実績】

事業の概要

①目的・事業内容

②交付金を充当する経費内容

③経費内訳（対象数・単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

【実績】

事業始期

【実績】

事業終期

【実施計

画】総事業

費（千

円）

事業の成果

及び

事業実施による効果
【実績】総事

業費（千

円）

臨時交付

金補助対

象事業費

臨時交付

金補助対

象外経費

8 14 単

Ⅰ.物価高から

国民生活を守

る

あんしん長寿

課

介護保険施設等

物価高騰対策事

業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けてい

る介護保険施設の光熱費・食材料費の負担軽減をすること

で、安定的な施設運営と介護サービスの提供の維持を図るこ

とを目的に、市内の介護保険事業所に対し利用定員に応じ

て支援を行う。

なお、県事業への上乗せとして、食材料費は定員1人につき

入所系@9千円（うち県補助1/2）、通所系@3千円（う

ち県補助1/2）を支援し、光熱費は1事業所あたり48千円

を支援する。。

②介護保険施設等物価高騰対策事業費補助金10,278

千円

（うち、県補助分5,139千円）

③【食材料費】入所系介護施設@9千円*入所定員総数

968人+通所介護施設@3千円*通所定員総数346人＝

9,750千円

【光熱費】@48千円*11事業所＝528千円

計　10,278千円

なお、県補助分5,139千円を特定財源として、その他(C)欄

に計上している。

④市内の介護保険事業所

R6.2.9 R6.2.29 10,419 10,278 10,278 0 5,139 5,139 0 0

・期間内において光熱費の高騰による影響で事業

規模の縮小や廃止を行わずに、継続して運営する

施設数：［計画値］食材料費対象41事業所、

光熱費対象13事業所（市内対象施設100％）

→［実績値］食材料費対象41事業所、光熱費

対象11事業所

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を

受けている介護保険施設の光熱費・食材料費の負

担軽減をすることで、安定的な施設運営と介護サー

ビスの提供の維持が図られた。

R5物価高騰臨時交付金合計 8事業 R5.12.26 R6.3.29 410,410 356,811 356,781 0 336,872 19,641 268 30


